ダイキボ フホウ コウイ ソショウ ニオケル レンポウ サイバンショ ト シュウ サイバンショ ノ キョウドウ by 楪 博行
はじめに
一　多重の訴えの出現と訴えの併合の必要性
二　連邦裁判所における広域係属訴訟手続
　　１．広域係属訴訟手続の概要
　　２．受任裁判所決定の考慮要素としての連邦と州裁判所での手続の協働
三　州裁判所における広域係属訴訟手続に類似する制度
　　１．プレ・トライアルに限定しない併合　　　　　　　　　　　　　　　　　
－カリフォルニア州とその他の州の手続－
　　２．プレ・トライアルに限定した併合　　　　　　　　　　　　　　　　　　
－ニュー・ヨーク州とその他の州の手続－
　　３．州裁判所における併合の特徴
四　連邦と州裁判所による協働の状況
　　１．大規模事故事件における協働
　　２．製造物瑕疵事件における協働
　　３．事例に見える協働の特徴
五　連邦司法センターの複雑訴訟マニュアル
六　将来の協働の方向性
　　１．連邦裁判所を中心とする協働の継続
　　２．大規模不法行為の内容に対応した協働
　　３．原告代理人間の利害調整と訴訟遅延化の防止
おわりに
大規模不法行為訴訟における連邦裁判所
と州裁判所の協働
楪　　　博　行
大規模不法行為訴訟における連邦裁判所と州裁判所の協働（楪） 1
はじめに
アメリカにおける大規模不法行為（mass torts）は、単一および関連す
る複数の事件が多くの人や財産に被害を及ぼすときに発生する。大規模不
法行為では、多くの被害者が身体的損害と財産的損害の賠償を求めて訴え
を提起する。一般的には100人以上が損害賠償を請求する訴えであるとと
らえられている（1）。不法行為による被害の規模が多大である点から、一般
的な不法行為訴訟とは異なる手続きによって処理される必要がある。
従前よりホテル火災や飛行機事故などの大規模事故で、集団代表訴訟で
あるクラス・アクションが使われてきた。しかし1980年代以降、全米各
地で広範に発生したアスベストなど製造物の瑕疵による事故を原因とする
損害賠償を請求する訴訟の急激な増加により、裁判所は単一事故の訴訟よ
りもさらに複雑な状況に直面することになった。このような大規模不法行
為においては、損害発生の時期と場所が異なるため、連邦裁判所と州裁判
所を問わず五月雨式に全米各地の裁判所に訴えが提起されることになる。
アスベストなど製造物の瑕疵による損害賠償を求める訴訟では疾病の潜伏
期間が長いため、損害の因果関係が明確にならない問題がある。訴えを提
起する可能性のある原告のみならず、不法行為加害者を特定することすら
困難となるのである（2）。一方で、単一事故による大規模不法行為訴訟にお
いては、原告の特定が可能であり、損害の因果関係が相対的に立証可能で
（1）　Advisory Comm. on Civil Rules and Working Group on Mass Tort Litigation 10, 
reprinted without appendices in 187 F.R.D. 293, 300 （1999）. 大規模不法行為は概ね次
の３つに分類される。第１が大規模な事故（mass accident）であり、第２が製造
物の瑕疵（defect product）によるものであり、そして第３が有毒物質による環境
被害（toxic environmental tort）である。see, William B. Rubenstein, Alba Conte and 
Herbert B. Newberg, NEWBERG ON CLASS ACTIONS （4th ed.）§17:6（updated 2012）.
これらは個々に内容が異なるものであるが、被害の大規模性において共通してい
る。これらの概括的な内容については、see, Paul D. Rheingold, LITIGATING MASS 
TORT CASES § 1:3.（updated 2012）.
（2）　In re Chevorn U.S.A., Inc., 109 F.3d 1016, 1018 （5th Cir. 1997）.
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ある（3）。
例えば製造物の瑕疵により損害が発生した場合には、その被害は全米
各地に及ぶ。原告と被告の居住州が異なるとともに訴額の要件が具備さ
れると、連邦裁判所はいわゆる州籍相違管轄権を及ぼす。（4）そして、訴え
の提起された州の州法が実体法として適用されて、不法行為による損害
賠償の是非が判断される。各州の実体法には相違があり、そのため全米
で統一された判断の障害となる。不法行為が発生した州または原告が居
住する州の州裁判所で訴訟が提起されるため、全米各地の連邦裁判所と
州裁判所で請求の原因を同一とする訴えが係属することになる。
連邦制を採るアメリカにおいては（5）、連邦と州裁判所が並立する二元的
裁判所制度が存在する。この状況の下では、多くの裁判所が同一の訴えを
審理することができる。訴えの複製が全米各地の裁判所で出現すること
は、裁判の効率性を著しく下げ司法経済を軽視する結果を招くことにな
る。これを避けるためには、連邦と州裁判所で係属するすべての訴えを併
合して一本化することが必要となる。二元的裁判所制度のため、両裁判所
で同時に係属する訴えを現行法上いずれかの裁判所に集約して併合するこ
とはできない。そのため、事実上、連邦と州裁判所が協力して訴えに対処
することが考えられる。複数の訴えに対する協調した処理を目的とする協
働（cooperation）である。そこで本稿では、まずアメリカに特有な二元
的裁判所制度の下での、連邦裁判所と州裁判所における各々の訴えの併合
制度を概観し、二つの裁判所の間での協働の状況について分析を加える。
その上で、協働を巡る問題を抽出して検討を加える。連邦制の裁判所制度
（3）　Frrancis E. McGovern, An Analysis of Mass Torts for Judges, 73 TEX. L. REV. 1821, 
1827-38 （1995）.
（4）　 28 U.S.C. § 1332.
（5）　アメリカ合衆国憲法第10修正は、合衆国憲法によって合衆国に委任されていない権
限のうち、州に対し禁止されていない権限は、それぞれの州または国民に留保され
ると明記している。連邦議会が唯一の立法機関でなく、州議会が主たる立法機関であ
る旨が示されており、アメリカでは連邦制を採用していることが理解できる。尚、連
邦議会の権限については、樋口範雄・アメリカ憲法・28頁（弘文堂2011年）を参照。
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の下で、大規模化した不法行為の訴えを処理するために、各々の裁判所が
いかなる手法を講じてきたのか、さらにそれにより大規模不法行為の解決
手法がいかなる方向にあるのかについて考察を加える。
一　多重の訴えの出現と訴えの併合の必要性
不法行為が被害者の多数化と広範化を発生させると、請求の原因が同一
の訴えが連邦と州裁判所に多数提起されることになる。訴えの多重化を回
避するためには、連邦と州裁判所の各々においてまず請求と当事者の併合
（joinder of claims and parties）が不可避となる。しかし、原告数が極めて
多数にのぼり全員が出廷できない状況に至ると、請求と当事者を併合した
代表による訴え、すなわち集団代表訴訟であるクラス・アクションが使わ
れる。連邦民事訴訟規則はそのRule 23で、一定の要件に合致する場合に
連邦裁判所でクラス・アクションを提起することを認めている（6）。
州裁判所では、当該州内に居住する被害者が原告となり訴えを提起し
てきた。原則的に州内の被害に限定した審理が行なわれてきたのである。
しかし、1985年のアメリカ合衆国最高裁判所州裁判所判決であるPhillips 
Petroleum Co. v. Shutts （7）判決により状況が一変した。本判決は、全米規模
のクラス・アクションにおいても州裁判所の管轄権が及ぶと判断したのであ
る。クラス・アクションという訴えの形式では、代表となる当事者とそれ以
外の出廷しない当事者（absent member）によって当事者が構成される。そ
こで、この出廷しない当事者である集団、すなわちクラス構成員が訴えを提
起する州と最低限の接触（minimum contacts）をもつという条件付きで、本
判決はクラス・アクションの成立を認めたのである（8）。州裁判所に出廷しな
（6）　FED. R. CIV. PRO. Rule 23.　多くの州においても連邦民事訴訟規則に類似したクラス・ア
クションの規定をもつ。州法上のクラス・アクションについては、楪博行「州裁判所に
おけるクラスアクション」京都文教大学人間学研究所人間学研究８号91頁（2007）を参照。
（7）　472 U.S. 797 （1985）.
（8）　Id. at 806-14.
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い当事者へ口頭弁論とクラス・アクションへの参加の機会を与え、適切な代
表者によって代表されていれば、最低限の接触を満足させると判断したので
ある（9）。本判決は、州裁判所で全米規模のクラス・アクションの提起を認め
た。その結果、連邦裁判所と州裁判所で複数の大規模不法行為クラス・アク
ションが同時に提起されることになった。そして、複数の裁判所で同時に提
起されたのはクラス・アクションに限らず、クラス・アクションに参加しな
い者が連邦または州裁判所で個別に損害賠償を請求する訴えを提起すること
になったのである（10）。
大規模不法行為、とりわけ薬剤製造上の瑕疵や有毒物質の罹患に限定さ
れるが、疾病の潜伏期間が長いアスベスト被害に見られるように、被害を
発生させる原因と結果との間の因果関係の複雑さという性質がある。訴え
が多重に提起されると複数の証拠調べが同時に並行して進められ、相互に
矛盾する事実認定がなされる可能性が存在するのである。この問題を回避
するためには、複数の訴えの証拠調べを併合（consolidation）することが
必要となる。これにより、各々の訴えの当事者を公平に扱うことが担保で
きるとともに、司法経済に適った裁判所の効率的運営が可能となる。
アメリカでの証拠調べは、まず正式な本案審理手続に先行する手続、す
なわちプレ・トライアルの証拠開示手続でなされる（11）。裁判所の関与が希
（9）　Id. at 811-12.
（10）　連邦民事訴訟規則Rule 23（b）では、３つのクラス・アクションを定める。まず、（1）
では差止命令を請求する場合、（2）では複数の判決が出されると相互に矛盾する結果を
もたらす場合、そして（3）はクラス・アクションの訴えの形式が個別の訴えよりも優先
される場合である。（1）および（2）は他の判決が存在すると矛盾を発生させるので、利
害関係者のクラス・アクションへの参加が強制される強制型（opt-in）と呼ばれる。（3）
は文言では明らかにしていないが、損害賠償の請求で使われる形式であり、必ずしも利
害関係者の参加は必要とされていない離脱型（opt-out）と呼ばれる。したがって、損害
賠償請求の事案ではすべての利害関係者がクラス・アクションで当事者の併合はなされ
ず、一部は離脱して個別に損害賠償賠償の訴えを提起することがある。FED. R. CIV. PRO. 
Rule 23 （b）（1）,（2）,（3）．
（11）　プレ・トライアルでは証拠開示手続のみならず多くのことがなされる。これらにつ
いては、浅香吉幹・アメリカ民事手続法［第２版］・87頁（弘文堂2008年）を参照。
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薄な両当事者と代理人が主導する手続である。そこで合衆国連邦議会は、
複数の連邦裁判所に訴えが提起される状況を踏まえ、連邦裁判所でのプ
レ・トライアルの併合を目的とした制度を創設した。
二　連邦裁判所における広域係属訴訟手続
１．広域係属訴訟手続の概要
1968年にアメリカ合衆国議会は裁判所法を改正して、広域係属訴訟手
続（Multidistrict Litigation）を定めた。そして、７名の巡回区控訴裁判所
と連邦地方裁判所の裁判官で構成される広域係属訴訟法廷（Judicial Panel 
on Multidistrict Litigation）に、複数の訴えを併合する権限を与えた（12）。広
域係属訴訟手続は、複数の地区の連邦地方裁判所に係属した訴えを特定の
地区の地方裁判所に受任裁判所として移送し、正式の事実審理前に行われ
るプレ・トライアルを併合する手続である。当該手続開始のためには、第
１に複数の訴えに共通の事実上の争点が存在しなければならない。第２に
移送が当事者と証人の利便性に資するものでなければならない。そして第
３に移送が訴えの公平かつ効率的な運営を促進できるものとなる必要があ
る（13）。
広域係属訴訟法廷は、当事者からの申立てまたは自らの判断で広域係属
訴訟手続開始を決定することができる（14）。申立人は、広域係属訴訟法廷に
申立てを行うとともに、訴えを提起した原裁判所に申立書の写しを提出
する（15）。その後、当該法廷は訴えの移送と併合にかかる審尋の日時をすべ
ての当事者に通知する（16）。申立てを認容した後に、広域係属訴訟法廷は、
（12）　28 U.S.C. § 1407（a）.
（13）　See, e.g., In re Swine Flu Immunization Prods. Liab. Litig., 446 F.Supp. 244, 246-47 
（J.P.M.L. 1978）.
（14）　28 U.S.C. § 1407（c）.
（15）　Id. at § 1407（c）（ⅱ）.
（16）　Id.
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特定の地区に所在する一つの連邦地方裁判所を受任裁判所として決定し、
プレ・トライアル手続の進行を専任する受任裁判官を任命することにな
る（17）。受任裁判官は、証拠開示手続の進行やプレ・トライアルの過程で出
現する諸問題の解決にあたる広範な権限をもつ（18）。
広域係属訴訟手続がプレ・トライアルに限定され、手続終了後には原裁
判所での正式な事実審理がなされるため、広域係属訴訟法廷は受任裁判所
から訴えを原裁判所に再移送する権限をもつ（19）。1998年のLexecon Inc. v. 
Milberg Weiss Bershad Hynes & Lerach（20）において合衆国最高裁判所は、
広域係属訴訟手続規定が広域係属訴訟法廷に当該手続により多くの訴えを
単一の連邦裁判所に集約して併合するだけでなく、プレ・トライアル終了
後に訴えが提起された原裁判所に再移送する権限を与えていると判断し
た。すなわち、移送された案件についてプレ・トライアル以降の事実審理
（17）　Id. at 28 U.S.C. § 1407.
（18）　In re Equity Funding Corp. of Am. Sec. Litig., 375 F. Supp. 1378, 1384 （J.P.M.L. 
1974）.　広範な権限の例として、受任裁判官は代理人の中からリエゾン代理人
（liaison counsel）または先導代理人（lead counsel）を選任しプレ・トライアル手続
を進行させる。これらの代理人は、実質的には受任裁判所と多くの広域係属訴訟手
続に関わる訴訟代理人との間の情報伝達の手段となる。see, 8-42 MOORE’S FEDERAL 
PRACTICE‒ CIVIL § 42.13［6］［b］.　リエゾン代理人は、一般的に裁判所と他の代理
人の間の情報交換（命令など）を行うために選任される代理人である。次に先導代理
人は、実体かつ手続上の争点を整理して裁判所に提示する弁護団のために活動を期
待される代理人である。相手方代理人と審理計画や証拠開示手続で示される証拠
の打ち合わせを行う役割がある。see, 32 Am. Jur. 2d Federal Courts § 551 （updated 
2014）.　うつ病・依存症・摂食障害の治療薬のフルオキセチン（Fluoxetine：アメリ
カでの商品名プロザック prozac）による副作用の損害賠償を求めた案件で、全米で
提起された75件にのぼる訴えの広域係属訴訟手続の受任裁判所となったインディア
ナ南部地区連邦地方裁判所から先導代理人（lead counsel）に指名されたPaul Smith
の活動が、当該代理人の役割の一例を示している。フルオキセチンの副作用につい
て先行したケンタッキー州裁判所の審理結果に、彼は異議を申し立てている。この
経緯については、see, Paul D. Rheingold, supra note（1）at § 3:31. 尚、クラス・ア
クションにおける訴えの併合の後の先導代理人の活動については、see, Jill E. Fisch, 
Complex Litigation at the Millennium : Aggregation, Auctions, and Other Developments 
in the Selection of Lead Counsel under the PSLRA, 64 LAW & CONTEMP. PROB. 53（2001）. 
（19）　Id.
（20）　523 U.S. 26, 34 （1998）.
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を受任裁判所が行うことを禁じたわけである（21）。
しかし、プレ・トライアル手続では、重要な事実について争いがない場
合に申立てより法律問題を正式な事実審理を経ないで判断する、いわゆる
略式判決（summary judgment）が出されることがある。また、和解など
を通じた訴えの終了もある。これらは事実上本案判断といえる。そこで、
プレ・トライアル手続に限定されるとはいえ、広域係属訴訟手続において
受任裁判官は、正式な事実審理に間接的に影響を与えていると強く推定で
きるのである（22）。
２．受任裁判所決定の考慮要素としての連邦と州裁判所での手続の協働
1980年代後半以降、連邦と州裁判所で同時に多くの同一ともいえる訴
えが係属するにしたがって、両裁判所で行われる手続の協働を求める主張
がなされるようになってきた。州裁判所から連邦裁判所に一方通行的に認
められている訴えの移管（removal）を、連邦から州裁判所への逆方向も認
める手続の創設を提言することや（23）、連邦と州裁判所で行われている個々
独立した証拠開示手続を併合して一本化する手続を制定すべきとの主張が
見られるようになってきた（24）。
（21）　Id. at 40-41.
（22）　MANNUAL FOR COMPLEX LITIGATION（FOURTH） § 20.133 （2004）.
（23）　民事訴訟の法廷は原告により選択されるため、原告は州裁判所にもまた連邦裁判
所にも訴えを提起することができる。異なる州の州民間の争訟は連邦裁判所が州籍
相違管轄権を有しているからである（28 U.S.C. § 1332.）。原告が州裁判所に提訴し
た場合に限って、当該州裁判所の所在地を管轄する連邦地方裁判所に移管（transfer）
する権限が被告に与えられている（28 U.S.C. § 1441.）。ただし、原告が連邦裁判所
を選択して訴えを提起した場合には、連邦裁判所から州裁判所に移管することはで
きない。この連邦裁判所から州裁判所への移管の法制度化を提言するのである。こ
れについては、see, George T. Conway Ⅲ, The Consolidation of Multistate Litigation in 
State Courts, 96 YALE L. J. 1099 （1987）.　尚、移管に関しては、前掲注（11）浅香吉
幹・30頁を参照。
（24）　William Schwarzer et al, Judicial Federalism: A Proposal to Amend the Multidistrict 
Litigation State to Permit Discovery Coordination of Large-Scale Litigation Pending in 
State and Federal Courts, 73 TEX L. REV. 1529,1533 （1995）.
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しかし、これらの主張がなされる以前から、広域係属訴訟法廷は連邦と
州裁判所間での協働の可能性を受任裁判所を決定する際の考慮要素に入れ
ていた。1970年代初期からこの考慮要素に基づいて受任裁判所が決定され
た事例が散見される。1972年の航空機事故の事例において、広域係属訴訟
法廷は次の通り述べている。「全米の連邦裁判所に提起されたすべての訴
えを、カンザス州の連邦地方裁判所に移送することは、連邦とカンザス州
裁判所での証拠開示手続を調整する上での唯一の機会を、各々の裁判所に
訴えを提起した当事者に与えることになる。このような証拠開示手続にお
ける連邦と州の友好的関係により、両裁判所の資源への負担を軽減すると
ともに、すべての訴えをより迅速に処理することができる」（25）というので
ある。
本件では裁判所の負担を軽減し訴訟の迅速性を担保することが考慮要素
になった。後年の航空機事故の案件では州裁判所における手続が既に進行
中であることが考慮要素となっている。すなわち、「併合された証拠開示
手続が既にアリゾナ州裁判所で進行中であり、代理人はアリゾナ州裁判所
と連邦裁判所の証拠開示を協働させるよう試みている」と述べている（26）。
この状況を背景として1970年代末には、連邦と州裁判所の協働が受任裁判
所を決定する上でさらに重要な考慮要素となった。例えば石油流出事故の
案件で広域係属訴訟法廷は、連邦と州裁判所の協働を促すことが、「イリ
ノイ州北部地区連邦地方裁判所を受任裁判所として選択する上での要素と
なっている」（27）と指摘したのである。
その後も、連邦と州の両裁判所の協働を受任裁判所決定の重要な考慮要
素とすることが、広域係属訴訟法廷で継続的に認識された。例えば1989
（25）　In re Air Crash Disaster Near Silver Plume, Colo., on October 2, 1970, 352 F. Supp. 
968, 969 （J.P.M.L. 1972）.
（26）　In re Air Crash Disaster near Coolidge, Ariz., on May 6, 1971, 362 F. Supp. 572, 573 
（J.P.M.L. 1973）.
（27）　In re Oil Spill by the “Amoco Cadiz” Off the coast of France on March 16, 1978, 471 F. 
Supp. 473, 478-79 （J.P.M.L. 1979）.
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年の航空機事故の案件で、イリノイ州北部地区連邦裁判所へすべての訴え
を移送することにより、「連邦とイリノイ州裁判所で提起された訴えの協
働を促すことができる」（28）と言及されたことに現れている。最近では、証
券の案件においてミシガン州東部地区連邦地方裁判所を受任裁判所と決定
した際に、広域係属訴訟法廷は当該受任裁判所の所在する地区では証拠
が多く存在することなどとともに、「連邦と州裁判所で協働した証拠調べ
を行うという利益をもたらすことになる」（29）と考慮要素を示している。こ
こでいう利益が裁判上の効率性を指していることは疑いがない。したがっ
て、広域係属訴訟手続における受任裁判所決定の前提には、裁判所のもつ
裁判官という人的資源の確保とプレ・トライアル審理の反復防止を目的と
した裁判所運営のための効率性が継続的に存在していたわけである。
三　州裁判所における広域係属訴訟手続に類似する制度
州裁判所において多数提起された大規模不法行為訴訟でも、訴えの併合
が採られている。後述するように、州における併合手続は連邦のそれに後
続して制定されている。そこで、州裁判所において複数の訴えが同時に複
数の裁判所に提起された場合、併合が連邦裁判所と同様にプレ・トライア
ルに限定して行われているのか、それとも正式な事実審理にまで及ぶのか
という観点から州での併合手続を分類する。その上で、その分類から現れ
る特徴に分析を加えるとともに、連邦の広域係属訴訟手続が州法上の手続
に与えた影響について考察する。
１．プレ・トライアルに限定しない併合－カリフォルニア州とその他の州
の手続－
カリフォルニア州では1974年に広域訴訟手続が制定され、複数の訴え
は単一の裁判所で併合されて審理されることが可能となった。カリフォル
（28）　In re Air Crash Disaster at Sioux City, Iowa, 128 F.R.D. 131, 133 （J.P.M.L. 1989）.
（29）　In re GMC Sec. & Derivative Litig., 429 F. Supp. 2d 1368, 1370 （J.P.M.L. 2006）.
白鷗法学　第21巻２号（通巻第44号）（2015）10
ニア州民事訴訟規則によれば、共通の事実上または法的な争点が存在する
場合に、複数提起された訴えを併合して審理することが認められた（30）。訴
えの併合の申立ては、統括裁判官またはこれから承認を得た当事者によ
り、カリフォルニア州司法会議（Judicial Council）議長に対して直接行わ
れる（31）。議長は申立ての適切性を審理する裁判官を指名する。当該担当裁
判官により適切性の判断がなされると、議長は併合審理を担当する受任裁
判官を指名する。そして当該受任裁判官は、複数の地区で提起された訴え
を単一の裁判所に移送し、正式な事実審の手続を開始することになる（32）。
併合の適切性を構成する要件の第１は、事実上または法的に共通の争
点をもつ複数の訴えが、カリフォルニア州の異なる地域の州裁判所に提
起されていることである（33）。第２は、これらの訴えがカリフォルニア州司
法会議の定める複雑訴訟（complex litigation）の要件に合致していること
である（34）。そして第３は、訴えの併合がカリフォルニア州民事訴訟規則
（30）　Cal. Code Civi. Proc. § 404.
（31）　Id.　カリフォルニア州司法会議はカリフォルニア州の裁判所の政策決定機関であ
る。1926年にカリフォルニア州憲法第６条の第６項が追加されたことにより設立さ
れた。同憲法第６条第６項（a）号（California Constitution Art. 6, Sec. 6（a）.）によ
れば、カリフォルニア司法会議は、カリフォルニア州最高裁判所首席裁判官、14名
の州最高裁判所首席裁判官が指名する州裁判所裁判官、カリフォルニア州弁護士会
が選任する４名の弁護士、上下院議員各々１名を含む計21名で構成されている。
（32）　Id. at § 404.1, 404.3.
（33）　Id. at § 404.3.
（34）　Id. 複雑訴訟について、カリフォルニア州司法会議裁判所規則（Judicial Council in 
California Rules of Court）に定義されている。同規則Rule 3.400（a）項によれば、裁
判所と当事者への不要な負担を回避し、裁判費用の低額化と裁判所・当事者・代理
人による効率的判断を促すための、例外的な裁判所運営が必要とされるものが「複
雑訴訟」であると定義されている。同規則 Rule 3.400（b）項は、「複雑訴訟」を判
定する上で裁判所が、①プレ・トライアルで多大な時間を必要とする困難かつ通常
発生することのない法的な争点を含み、②膨大な人証および書証の処理が必要とさ
れ、③代表された多くの当事者をもつ訴えを処理することが必要とされ、④複数の
カリフォルニア州裁判所や連邦裁判所で係属する関連する訴えの調整が必要とさ
れ、⑤実質的に判決後の裁判所の関与が必要とされるかどうかを考慮すべきである
と規定している。
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§404.1に定める複数の要件を満たしていることである。これらは、①事
実上または法的な共通の争点が訴訟上重要となっており、②当事者、証人
そして訴訟代理人の利便性があり、③訴訟代理人による訴訟資料作成に相
対的な進展がみられること、④裁判所の設備および人的資源の有効な活用
がみられること、⑤裁判所の訴訟係属数とそれらの審理計画、⑥複数の訴
えについての判断が相互に矛盾する不利益、⑦更なる審理をすることなし
に和解となる可能性、以上の７点である（35）。
カリフォルニア州と同様にプレ・トライアルに限定しない併合手続を採
用し、通常裁判所から独立した司法機関が大規模な訴えを監視するのがウ
エスト・ヴァージニア州である。同州ではカリフォルニア州とは異なり、
大規模不法行為訴訟特有の訴えの併合手続をもたない特徴がある。ウエス
ト・ヴァージニア州では、同州民事訴訟規則により、最初に訴えが提起さ
れた裁判所が受任裁判所を選定し複数の訴えの併合を行う（36）。大規模不法
行為訴訟に対応するために、2008年の事実審裁判所規則の改正で大規模
訴訟（Mass Litigation）での手続が制定された。大規模訴訟とは、共通の
法的または事実にかかる争点をもった身体的損害賠償などを請求する２
つ以上の訴えが、複数の裁判所に提起される状態であると定義されてい
る（37）。大規模訴訟特有の手続は以下のように進行する。まず、控訴裁判所
裁判官のうち州最高裁判所首席裁判官に任命された７名により構成された
大規模訴訟法廷（Mass Litigation Panel）に当事者および裁判官から大規模
訴訟の認定が申立てられると、州最高裁判所首席裁判官が大規模訴訟手続
の開始を決定し、大規模訴訟法廷に複数の訴えを併合することにかかる意
見を求める（38）。大規模訴訟法廷の裁判長は併合審理を統括する裁判官を選
任し、当該裁判官が大規模訴訟での判断の統一性を図る手段を講じること
（35）　Id. at §404.1.
（36）　W. Va. R. C. P., Rule 42 （b）.
（37）　W. Va. T. C. R. Rule 26.04.
（38）　Id. at Rule 26.06（c）（1）.
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になる（39）。
次にコロラド州では、州最高裁判所首席裁判官に任命された３名乃至
７名の地方裁判所裁判官で構成される広域係属訴訟併合法廷（Panel on 
Consolidated Multidistrict Litigation）が設置されている（40）。当該法廷は複数
の訴えの間に共通の法的または事実にかかる争点が存在する場合に、これら
の訴えの正式な事実審理を特定の裁判官に移送し併合することができる（41）。
訴えの移送と併合の審査は、当事者からの申立てまたは広域係属訴訟併合法
廷自らの判断で開始される（42）。移送と併合の決定に際して、当該法廷は次の
７点を考慮に入れる。①共通の法的または事実にかかる争点が審理上重要で
あり、②当事者、証人そして代理人の利便性に叶い、③訴訟と代理人の職務
活動の成果に進展が見られ、④裁判所とその人的資源の効率的利用、⑤裁判
所の審理日程、⑥複数の訴えで反復し矛盾する判断が出されることによる不
利益、⑦訴えの併合がない場合の和解の可能性である（43）。
その他カリフォルニア州と同様にプレ・トライアルに限定しない併合手
続をもつ州として、ニュー・ジャージー州、ペンシルバニア州、イリノイ
州およびオレゴン州を挙げることができる。前三者は通常裁判所が訴えの
併合を決定する手続を採用し、オレゴン州はこの特徴とともにクラス・ア
クションに限定した手続をもつ。まずニュー・ジャージー州では、法的ま
たは事実にかかる共通の争点が複数の訴えに存在する場合、事実審裁判所
（superior court）または当事者は訴えが係属する裁判所に併合の申立てる
ことができる（44）。申立てがなされた裁判所は、他の裁判所に係属する訴え
を移送して当該裁判所での併合審理を命じることができる（45）。
（39）　Id. at Rule 26.07（a）.
（40）　C. R. C. P. 42.1（a）（1）.
（41）　Id. at 42.1（b）.
（42）　Id. at 42.1（c）（1）.
（43）　Id. at 42.1（g）.
（44）　N.J. Court Rules, Rule 4:38-1.
（45）　Id. at Rule 4:38-1 （a）,（b）.
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次にペンシルバニア州では、複数の州裁判所で提起された訴えに共通の
法的又は事実にかかる争点が存在する場合、当事者は訴えを提起した裁判
所に併合を申立てることができる（46）。併合決定に際して当該裁判所は、①
共通の法的又は事実にかかる争点の存在、②当事者、証人、代理人の利便
性、③併合による訴えの遅延と経費、④裁判所とその人的資源の有効活用
と正義かつ効果的な訴訟行為であること、⑤複数の訴えで反復し矛盾する
判断が出されることによる不利益、⑥訴えの併合がない場合の和解の可能
性、以上の６点を考慮に入れなければならない（47）。
最後にイリノイ州では、複数の訴えが異なる地区の州裁判所に係属して
いる場合、州最高裁判所は当事者による申立てまたは自らの裁量で、プ
レ・トライアル手続、正式な審理手続、および審理終了後の手続につい
て、すべての訴えを単一の裁判所に移送して併合することを命じることが
できる（48）。併合の判断の際に、当事者と証人の利便性および訴訟の正義と
効率性の促進を州最高裁判所は考慮に入れることになる（49）。また、プレ・
トライアル手続のみが併合された場合には、移送した原裁判所に再移送し
なければならない（50）。
ところでオレゴン州では、カリフォルニア州の併合手続と類似するが、
クラス・アクションに限定した手続がある。共通の法的または事実にかか
る争点をもつクラス・アクションが州内各地の複数の州裁判所に提起され
ると、当該受訴裁判所の統括裁判官は州最高裁判所に訴えの併合を申し立
てる。そして、州最高裁判所は併合の審査を特定の州裁判所裁判官に命
じることになる（51）。併合の基準は、司法の目的を促進するものか否かであ
（46）　Pa. R. C. P. No. 213 Rule 213 （a）.
（47）　Id. at Rule 213.1 （c）.
（48）　Ill. Supp. Ct. R. 384 （a）.
（49）　Id.
（50）　Id. at R. 384 （b）.
（51）　O. R. C. P. Rule 32K.（1）（a）.
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り（52）、次の６点を考慮に入れて判定される。すなわち、①共通の法的また
は事実にかかる争点が審理上重要であり、②当事者、証人および代理人の
利便性に叶っており、③訴訟と代理人の職務活動の成果（work product）
に進展が見られ、④裁判所とその人的資源の効率的利用、⑤複数の訴えで
反復し矛盾する判断が出されることによる不利益が存在すること、⑥訴え
の併合がない場合の和解の可能性である（53）。
２．プレ・トライアルに限定した併合－ニュー・ヨーク州とその他の州の
手続－
ニュー・ヨーク州では、訴えを併合してプレ・トライアルを進行させる
手続が2002年に制定された。それぞれの地区の地方裁判所から１名ずつ
選任された裁判官により構成される訴訟調整法廷（Litigation Coordinating 
Panel）（54）が、ニュー・ヨーク州内の複数の裁判所に提起された訴えを併
合しプレ・トライアル手続を行う受任裁判所と受任裁判官を決定する権限
をもつ（55）。当事者からの併合申立てにより、当該法廷はすべての当事者に
対する審尋を行い、その結果を訴えが提起された原裁判所に通知しなけれ
ばならない（56）。
併合の判定基準は訴えの複雑性にあるが、その具体的な考慮要素は
ニュー・ヨーク州法で次のとおり列挙されている。①複数の訴えに共通の
事実上または法的な争点が存在しそれが審理上重要となるか、②併合手続
により訴訟が遅延させ、訴訟手続を複雑にし、そして当事者の権利を害す
る危険性を発生させるか、③複数の訴えが重複または矛盾する判断を導く
ことになるか、④当事者、証人、そして代理人の利便性があるか、⑤併合
（52）　O. R. C. P. Rule 32K.（1）（b）.
（53）　Id.
（54）　22 N.Y.C.R.R. § 202.69（b）（1）.
（55）　Id. at § 202.69 （b）（2）.
（56）　Id.
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した証拠開示手続が都合のよいものになるか、⑥裁判所の物的かつ人的資
源の効率的な活用となるか、⑦併合された訴訟が運営可能となるか、⑧保
険上の争点、破産者の資産への譲渡制限や破産の可能性が併合された手続
の中で最適に扱うことができるか、⑨連邦裁判所や他州の裁判所で係属す
る関連した事案が存在するか、以上の９点である（57）。
訴訟調整法廷は、プレ・トライアル手続を進行する裁判官の数と当該
手続を受任する特定の裁判所を決定する（58）。その後、受任裁判所が所在す
る地区の運営を担当する統括裁判官（State Administrative Judge）は、併
合手続の進行を受任する裁判官を決定する（59）。選任された受任裁判官は、
プレ・トライアル手続進行のための広範な命令を発する権限をもつ（60）。ま
た、連邦裁判所や他州の裁判所で関連した訴えが係属している場合、受任
裁判官は地区の裁判所の運営を担当する統括裁判官と協議の上で、これら
の裁判所に対してニュー・ヨーク州裁判所、連邦裁判所および他州の裁判
所のいずれかで証拠開示手続きを協働して行う旨の請求をすることができ
る（61）。そして、併合したプレ・トライアル手続が終了すると、受任裁判所
で併合された訴えはそれぞれ原審に再移送される（62）。
ニュー・ヨーク州と同様にテキサス州とメリーランド州においても、連
邦の広域係属訴訟手続に類似してプレ・トライアルに限定した併合手続が
ある。まずテキサス州では、控訴裁判所裁判官のうち州最高裁判所首席裁
判官に任命された５名で構成される広域係属訴訟法廷（Judicial Panel on 
Multidistrict Litigation）が、複数の州裁判所に提起された訴えを特定の裁
判所に移送してプレ・トライアル手続の併合を決定する（63）。この決定手続
（57）　Id. at § 202.69 （b）（3）.
（58）　Id. at § 202.69 （4）（ⅱ）.
（59）　Id. at § 202.69 （c）（1）.
（60）　Id. at § 202.69 （c）（2）.
（61）　Id. at § 202.69 （c）（3）.
（62）　Id. at § 202.69 （d）.
（63）　Tex. Gov’t Code § 74.161.
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は、複数の訴えの間に共通の事実にかかる争点が存在するだけでなく、当
事者および証人の利便性に叶い、さらに訴えにおける正義と効率性を促進
するものであることを考慮してなされる（64）。
次にメリーランド州では、複数の訴えが異なる地区の州裁判所に係属す
ると、同様な訴えが提起される可能性のある裁判所または同様な訴えが既
に係属中の裁判所において、これらの訴えを併合したプレ・トライアル手
続がなされる（65）。なお、当事者または訴えを移送する原裁判所が併合の申
立てを行なう（66）。
３．州裁判所における併合の特徴
プレ・トライアルに限定されるか否かを問わず、多くの州では通常裁判
所から独立した併合を決定するための法廷が設置されている。当該法廷で
はイリノイ州を除き、州法上詳細に規定される考慮要素にしたがって訴え
の併合が決定される。
例えば、前述したペンシルバニア州では、併合判定の考慮要素として、
①共通の法的又は事実にかかる争点の存在、②当事者、証人、代理人の利
便性、③併合による訴えの遅延と経費、④裁判所とその人的資源の有効活
用と正義かつ効果的な訴訟行為であること、⑤複数の訴えで反復し矛盾す
る判断が出されることによる不利益、⑥訴えの併合がない場合の和解の可
能性が列挙されている（67）。一方でイリノイ州では、併合決定を行うための
特別な法廷が設置されておらず州最高裁判所がこれを行う手続となってい
る。同州では、併合が州最高裁判所の広範な裁量権に委ねられているた
め、詳細な併合決定にかかる考慮要素をあえて手続規定に盛り込まなかっ
たと推定できる。他州で詳細な判断要素を州民事訴訟手続上規定せざるを
（64）　Id. at § 74.162.
（65）　Md. Rule 2-327 （d）（1）.
（66）　Id. at Rule 2-327 （d）（2）.
（67）　Pa. R. C. P. No. 213 Rule 213 213.1 （c）.
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得なかったのは、訴えの併合が本案審理をも含んだ目的をもって行われる
ため、裁判所主導のより慎重な手続を求めたことに由来したものといえよ
う。詳細な判断要素は、最終的な紛争解決を目的とした正式な事実審理に
かかる視点をも含むものとなっているわけである。
連邦の広域係属訴訟手続では、複数の訴えに共通の事実上の争点があ
り、移送による当事者と証人の利便性へ貢献し、さらに移送により訴えの
公平かつ効率的な運営を促進するものであることが併合判定の基準であっ
た（68）。州における併合基準も、共通の事実上の争点と当事者と証人の利便
性への貢献の二要件について、連邦およびすべての州の間で共通である。
連邦における訴えの公平かつ効率的な運営の促進という基準は、広域係属
訴訟手続の目的を示し裁判所の資源を維持すると解されている（69）。この基
準に関連して、多くの州では詳細な要素が示されている。例示的に列挙す
れば、①併合による訴えの遅延と経費、②裁判所とその人的資源の有効活
用と正義かつ効果的な訴訟行為であること、③複数の訴えで反復し矛盾す
る判断が出されることによる不利益、④訴えの併合がない場合の和解の可
能性である。連邦の広域係属訴訟手続は1968年に成立している。最も長
い歴史をもつカリフォルニア州ですら、州法で同様な手続を定めたのがそ
れに遅れた1974年であった。連邦の併合判定基準が州においてより詳細
化されている点から、連邦の広域係属訴訟手続が州に影響を与え、連邦の
それに類似した制度が形成されたことが理解できるのである。
しかし、連邦と州裁判所との間でプレ・トライアルや正式な事実審理を
協働して行う手続は存在しない。連邦の広域係属訴訟手続および州の併合
手続とも、あくまでも二元的裁判所制度の中での個々に独立した訴えの併
合に焦点を合わせている。州裁判所から連邦裁判所への移管のみが独立し
た二つの裁判所制度を連結する手段である。前述したように、これは連邦
（68）　28 U.S.C. § 1407（a）.
（69）　In re Food Lion, Inc., 73 F. 3d 528, 532 （4th Cir. 1996）.
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裁判所への一方通行であり、連邦裁判所から州裁判所への移管も特定の州
裁判所から他州裁判所へのものも認められていない。アメリカがもつ連邦
と州裁判所の二元的存在を相互に連携させる法制度は不在である（70）。そこ
で、連邦と州裁判所が事実上いかなる方法でこの法制度不在による不利益
を埋めてきたのか、その実際を概観する。
四　連邦と州裁判所による協働の状況
１．大規模事故事件における協働
1970年代には大規模事故により、多数の居住州の異なる原告が連邦と
州裁判所で訴えを提起してきた。その中でも、大規模火災の事例で両裁
判所の協働によるプレ・トライアルが行われた。本件は、1977年５月28
日にケンタッキー州で発生したビバリー・ヒルズ・サパークラブという、
ナイトクラブの火災による損害賠償請求の案件である。本件火災では、
300名以上の死傷者を出した。多くの訴えがケンタッキー州東部地区連邦
地方裁判所とケンタッキー州地方裁判所に提起された。連邦地方裁判所で
はRublin裁判官が受任裁判官となり、また州地方裁判所ではDiskin裁判官
が受任裁判官となった（71）。二名の裁判官は、プレ・トライアル手続を協働
した。そして、連邦法上のクラス・アクションについては連邦地方裁判所
で、残りの訴えについては州地方裁判所で各々異なる事実審理が行われ
た。連邦地方裁判所では、ほとんどの被告に対する連邦法上のクラス・ア
クションの成立が承認され（72）、また州地方裁判所では残りの被告に対する
州法上のクラス・アクションが認められた。そして各々の裁判所陪審によ
る評決が出されている（73）。
（70）　前掲注（23）参照。
（71）　William Schwarzer, Nancy Weiss and Alan Hirsch, Judicial Federalism in Action：
Coordination of Litigation in State and Federal Courts, 78 VA.L.REV. 1689, 1701 （1992）.
（72）　Coburn v. 4-R Corp., 77 F.R.D. 43 （E.D.Ky. 1977）.
（73）　In re Beverly Hills Fire Litig., 639 F. Supp. 915, 916 （E.D.Ky. 1986）.
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次にシカゴの空港での航空機事故に関する案件でプレ・トライアルの
協働が行われた。1979年にDC-10型機がシカゴのオヘア空港を離陸した
直後に事故を起こし、乗員乗客の273名が死亡した。損害賠償を請求する
150以上もの訴えが各地の連邦裁判所に提起された。そこで、広域係属訴
訟法廷はイリノイ州北部地区連邦地方裁判所のRobson裁判官とWill裁判
官を受任裁判官に任命し、プレ・トライアル手続でこれらの訴えを併合し
た（74）。州裁判所でも多くの訴えが提起されたが、そのうち70もの訴えがカ
リフォルニア州ロス・アンジェルス地区地方裁判所に係属していた。連邦
と州裁判所の裁判官は、協働して証拠開示手続を行い、和解に関連した情
報交換を行った。しかし和解に達することはなく、事実審理は各々の裁判
所で行われた。連邦の事実審理については訴え併合前の原裁判所に再移送
されている（75）。
２．製造物瑕疵事件における協働
1980年代初頭より、製造物瑕疵のうちとりわけアスベストによる健康
被害に対する人身損害賠償を請求する訴えが、全米規模で提起されるよう
になった。オハイオ州においても、連邦および州裁判所で多数の訴えが提
起された。オハイオ州北部地区連邦地方裁判所のLambros裁判官と、オハ
イオ州キュヤホガ郡民事裁判所（the Cuyahoga County Court of Common 
Pleas）のMcMonagle裁判官は、訴訟の遅延防止と裁判費用の削減を目的
に連邦と州裁判所に係属するアスベスト訴訟を協働で行うことになった。
1983年６月には、オハイオ州連邦裁判所に係属する80の訴えをLambros裁
判官が受任し、州裁判所で係属する約50の訴えについてはMcMonagle裁
判官が受任することになった。二名の裁判官は、裁判のすべての段階を調
（74）　In re Air Crash Disaster Near Chicago, Ill., on May 25, 1979, 476 F. Supp. 445 
（J.P.M.L. 1979）.
（75）　Airline Disaster Litig. Report, 127 F.R.D. 405, 409 （N.D.Ill. 1988）.
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整して協働を行うことを決定し、連邦裁判所の審理計画に沿って行うこと
になった。McMonagle裁判官は、連邦と州裁判所に係属する訴えを和解
に至らせる目的で、州裁判所での訴えのプレ・トライアル審理を連邦の審
理計画に対応させながら進行させた。二名の裁判官は、連邦と州の両裁判
所で和解を目的とした口頭弁論を開き、プレ・トライアルも協働で行って
いる（76）。
ニュー・ヨーク州においても、アスベストの健康被害による訴えは何千
にものぼり、とりわけニュー・ヨーク郡の州裁判所を中心に提起されるよ
うになった。州統轄裁判官により任命された一名の受任裁判官は、州裁判
所で併合した証拠開示手続を開始するとともに、多数の訴えをプレ・トラ
イアルと正式な事実審理の目的別に各々分類した。ニュー・ヨーク東部地
区連邦裁判所では、州裁判所に係属する案件と同一の当事者と代理人によ
る訴えのプレ・トライアルが迅速に審理されていた。そこでニュー・ヨー
ク州裁判所の受任裁判官は、この審理の状況を踏まえて当事者双方の代理
人の証拠開示手続などを連邦裁判所と共同で開催し、その後に州裁判所で
の審理を進行させた（77）。
アスベスト被害と時を同じくして1980年代には、ニュー・ヨーク州裁
判所では、流産防止剤などに用いられた合成女性ホルモン薬剤であるジエ
チルスチルベストロール（DES）被害による、人身損害賠償を請求する訴
えが多数提起されるようになった。ニュー・ヨーク州の約20にのぼる郡の
州地方裁判所（supreme court）で何百もの訴えが係属することになった。
州統括裁判官から任命された受任裁判官であるGammerman裁判官に、す
べての訴えが委ねられた。同裁判官は、代理人の協働を促すとともに、被
害を発生させたDESの製造者の特定に加え、法的な争点の整理を行うため
に多くの口頭弁論を開いた。その後、同裁判官は州裁判所において単独で
（76）　Schwarzer, supra note （71） at 1703.
（77）　Paul D. Rheingold, LITIGATING MASS TORT CASES § 4:35 （updated 2012）.
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証拠開示手続を行っている（78）。
1990年代になると、豊胸を目的としたシリコン・ジェルを詰めた胸部
インプラントの破損により発生した健康被害の訴えが、多くの連邦裁判所
に提起されてきた。各地の連邦裁判所で提起された胸部インプラント被害
による損害賠償の訴えでは、アラバマ州北部地区連邦地方裁判所を受任裁
判所とする広域係属訴訟手続が開始された（79）。受任裁判官であるPointer裁
判官は、まず全米での証拠を調査するために原審である各々の州の連邦裁
判所に証拠開示手続を命じた。
ニュー・ヨーク州では、ニュー・ヨーク州南部地区連邦地方裁判所の
Baer裁判官とニュー・ヨーク州東部地区連邦裁判所のWeinstein裁判官
を、特にこの目的に限定した受任裁判官として同州での証拠開示手続が
委ねられた。この段階でニュー・ヨーク州ニュー・ヨーク郡地方裁判所
（Supreme Court of New York County）のLobis裁判官が以上二名の連邦裁
判所の受任裁判官と会合をもった後に、連邦と州裁判所の証拠開示手続を
協働して行った（80）。この証拠開示手続の結果がペンシルバニア州裁判所の
同一手続での参考にされた結果、実質的にはペンシルバニア州裁判所をも
巻き込んだ協働が行なわれたことになった（81）。
３．事例に見える協働の特徴
大規模事故と胸部インプラントなどの製造物瑕疵による被害の事例は、
被害発生範囲において異なるものである。前者の被害発生地が単一である
のと比べ、後者では被害発生地が広範になっている。そこから様々な具体
的相違が生まれるのである。そこで、各々に対応した協働の方法が考慮さ
れることになる。
（78）　Id. 
（79）　In re New York State Silicone Breast Implant Litigation, 656 N.Y.S.2d 97, 98 （1997）.
（80）　Id. 
（81）　Paul D. Rheingold, supra note （77） at § 4:34 .
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製造物瑕疵の大規模不法行為の訴えにおいては、プレ・トライアルでの
協働がより密接に行われる必要がある。なぜなら、製造物の瑕疵では因果
関係の判定が困難であるとともに、被害発生時期も原告である被害者によ
り異なる性質をもつからである。したがって、プレ・トライアルの証拠開
示手続においてまず証拠の整理を行うなど、連邦と州裁判所の各々の証拠
開示手続において発生する矛盾した判断を回避するための精緻な両裁判所
の連携が必要とされる。
より密接な協働を必要とする製造物瑕疵の事例では、概括的には連邦
裁判所を中心とした展開がみられる。ニュー・ヨーク州のアスベスト事例
では、連邦裁判所のプレ・トライアルが州裁判所のそれに先行していたた
めに、州裁判所がその結果に追随して自らの審理の進行を調整していた。
また、オハイオ州のアスベスト事例では州裁判所裁判官が連邦裁判所のプ
レ・トライアル審理に対応して自らの審理を行っていた。連邦裁判所が州
裁判所との協働で主導しているわけである。そして、ある種定型化された
連邦裁判所の協働に向けての流れが見てとれるのである。この背景には、
連邦裁判所裁判官向けの訴訟マニュアルの影響があると推定できる。連邦
裁判所裁判官に向けた連邦司法センター（Federal Judicial Center）の複雑
訴訟マニュアル（Manual for Complex Litigation）である。なぜなら、後述
するように同マニュアルは連邦と州裁判所の大規模不法行為訴訟における
協働に着目して30年の歴史をもつからである。そこで次章では、連邦と州
裁判所の協働にいかなる指針を与えているのかについて見ることにする。
五　連邦司法センターの複雑訴訟マニュアル
連邦裁判所裁判官の実務能力向上のために、連邦司法センターはさまざ
まなマニュアルを刊行してきた。1985年の複雑訴訟マニュアル第２版に
は、「関連した州と連邦裁判所の事件」と題する節が設けられた。前述し
た協働の事例でも明らかなように、1980年代にはアスベストの被害によ
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り連邦と州裁判所に人身損害賠償を請求する多くの訴えが提起されるよう
になった。これを背景として手続の重複を可能な限り避けるために、プ
レ・トライアルにおける両裁判所の協働が求められるようになったのであ
る。第２版のマニュアルは、この動向に対応して連邦裁判官に非公式な州
裁判官との情報交換を勧めている。前述したニュー・ヨークでのアスベス
ト案件では、双方の代理人に証拠開示手続での協働が促されていた。代理
人のみならず、連邦裁判所裁判官に対しても州裁判所裁判官と協働するこ
とを求めたのである。そこで、「訴訟開始の段階で、裁判官自身が非公式
に情報交換を行うとともに、訴訟上の行為を調整し、そしてすべての裁判
の効果的な解決を促す最適なものを決定することが必要である」 （82）と述べ
るのである。
10年後の1995年に刊行された複雑訴訟マニュアル第３版では、情報交
換の際の連邦裁判所裁判官の役割に言及した記述となっている。この版で
連邦司法センターは、訴訟が多州に及ぶ大規模なものになれば、連邦と州
裁判官との間の情報交換についての様々な調整が困難となることを認識し
て、以下のとおり述べるのである（83）。
連邦の広域係属訴訟手続を行う受任裁判官は、全米に広く分散し
た州裁判所に協働を課すことはできない。各地で提起される州裁
判所での訴えに関する情報を得ることすら不可能である。した
がって、最も必要なことは、州裁判所裁判官が州法上の手続と調
和して、自発的に連邦裁判所裁判官と協働することのできる情報
交換のネットワークを創設することである。連邦裁判所裁判官
は、州と連邦との間の協働が将来的に出現できる情報交換のネッ
トワークの発展の触媒（catalyst）となるのである（84）。
（82）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （SECOND） § 31.31 （1985）.
（83）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （THIRD） § 31.31 （1995）.
（84）　Id.
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ここで留意すべきは、第３版が第２版と異なり非公式という文言を用い
ていないことである。情報交換のネットワークづくりという行為を連邦裁
判所裁判官へ公式に求めているわけである。また第２版では単なる情報交
換という相互方向的なものであったが、第３版は連邦裁判所裁判官が情報
交換のネットワークの触媒という、州裁判所の影響を受けない連邦裁判所
の一方的な目的の達成の迅速化を示したのである。
2004年に刊行された第４版は、より積極的な役割を連邦裁判所裁判官
に担わせている。「はじめに採るべき手段（threshold steps）」と名づけら
れた節で、連邦裁判所が双方の代理人にプレ・トライアルの進捗状況のみ
ならず受任裁判官の氏名の開示を命じるべきであると述べているからで
ある（85）。そこで、連邦裁判所は少なくとも州裁判所で並行している訴えが
存在するのを把握して、州裁判所と協働することが最重要課題であると認
識したものといえる（86）。その結果、連邦裁判所裁判官は、第３版で示され
た個人的なネットワークを通じて、多くの関連した訴えを受任する州裁判
所裁判官と情報交換を行うだけではなく、より積極的な役割を担うことに
なったわけである。第４版は連邦裁判所裁判官がこの役割を通して以下の
ように具体的な利益を得られると述べている。
これらの情報交換は、プレ・トライアルでの命令やプレ・トライ
アル期日の重複を避けるためのプレ・トライアル審理計画を交換
する機会を得ることになる（87）。
複雑訴訟マニュアルは版を重ねるごとに、連邦と州裁判所で同時に複数
提起される訴えのプレ・トライアル手続での協働について、主として連邦
裁判所裁判官に委ねる方針を次第に明確にしてきた。複雑訴訟マニュアル
（85）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （FOURTH） § 20.312 （2004）.
（86）　Catherine R. Borden & Emery G. Lee Ⅲ, Beyond Border: Coordination of Complex 
Litigation in State and Federal Courts in Twenty-First Century, 31  REV. LITIG. 997, 1005 
（2012）
（87）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （FOURTH）, supra note （85） at § 20.312.
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は連邦裁判所裁判官に向けて法的な義務を課するものではなく、実務上の
概括的なガイドラインでしかない。しかし、連邦のみならず広域で係属す
る州裁判所裁判官が参照するものである（88）。その結果、このマニュアルに
よって、連邦裁判所裁判官が州裁判所裁判官との協働作業で中心的役割を
事実上自然と担うことになったと推定できよう。
複雑訴訟マニュアルの他に、連邦司法センターと広域係属訴訟法廷が
2009年に刊行した、広域係属訴訟手続の受任裁判官向けのマニュアルが
ある。この中では、まず連邦と州裁判所の協働を行う上で連邦裁判所裁判
官が州裁判所裁判官と審理の上での建設的な関係を構築することを促して
いる。その方法として、担当する広域係属訴訟手続のウエッブ・サイトを
作り、当該手続で出される命令などを閲覧できる状態にしておくことを勧
めているのである（89）。2014年の第２版でも、この目的と方法について初版
から改訂されていない （90）。したがって、連邦裁判所裁判官が採るべき方法
はほぼ出尽くしたといえよう。ただし、この方法は法制度に拠るものでは
なく、あくまでも連邦裁判所裁判官個人の自主性に依拠したものである。
複雑訴訟マニュアルと広域係属訴訟手続の受任裁判官向けのマニュアル
と異なり、連邦と州裁判所の協働の具体化を図りケース・スタディとして
編集されているのが、1997年に刊行された州と連邦裁判所の間の協働の
ためのマニュアル（91）である。これは、連邦裁判所が行ってきた経験を集
約し州法上の訴えの併合規定と対応させたものである。例えば、前述のオ
（88）　Catherine R. Borden & Emery G. Lee Ⅲ, supra note （86） at 1006.
（89）　Judicial Panel on Multidistrict Litig. & Federal Judicial Ctr., TEN STEPS TO BETTER 
CASE MANAGEMENT: A GUIDE FOR MULTIDISTRICT LITIGATION TRANSFEREE JUDGES 7 
（2009）.
（90）　Judicial Panel on Multidistrict Litig. & Federal Judicial Ctr., TEN STEPS TO BETTER 
CASE MANAGEMENT: A GUIDE FOR MULTIDISTRICT LITIGATION TRANSFEREE JUDGES （2nd 
ed.） 6-7 （2014）.
（91）　Federal Judicial Center, National Center for State Court, State Justice Institute, 
MANNUAL FOR COOPERATION BETWEEN STATE AND FEDERAL COURTS（1997）.
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ハイオ州での協働した証拠調べなどが具体例として挙げられている（92）。ま
た、対象範囲が各々異なる各州の併合規定に対応して、集録される範囲も
プレ・トライアルから正式な事実審理まで広く及んでいる。
六　将来の協働の方向性
１．連邦裁判所を中心とする協働の継続
連邦と州裁判所および各々の裁判所の裁判官の協働は、1970年以降に
注目されたものである。同年８月に当時の合衆国最高裁判所のBurger首
席裁判官は、各々の州が連邦と州の裁判官会議（Judicial Council）を創設
して、両裁判所に関わる問題について継続的な情報交換を行うことを提唱
した。それ以降の２年の間に30以上もの会議体ができたが、1980年まで
に予算と職員不足のために実働の会議は９つのみしか残っていなかった。
しかし、1992年に連邦と州の司法での関係についての全米会議が開催さ
れた結果、1994年には実際の活動を行う裁判官会議が全米で29を数える
ところまで増加した（93）。
以上のように、1968年に広域係属訴訟手続が制定された直後から、連
邦と州裁判所の協働を促す制度の整備の必要性が認識されるとともにそれ
が一部実行されていた。また、複数の州をまたいで各地の連邦および州裁
判所に提起される訴えの増加により協働が再認識され、実働の裁判官会議
の増加につながったといえよう。情報交換のために連邦と州裁判官の交流
を求めた複雑訴訟マニュアル第３版が刊行されたのが1995年のことであ
るから、まさにこの状況に沿った連邦裁判官向けのマニュアルの改訂で
あったといえる。
学説上州裁判所内で連邦裁判所と同様な広域係属訴訟手続の州裁判所内
（92）　Id. at 18.
（93）　Victor Eugene Flango & Maria Schmidt, Administrative Cooperation Between State 
and Federal Courts, 34 JUDGES J. 3（1995）.
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での創設が唱えられたのが1987年であった（94）。州裁判所で係属する訴えを
連邦裁判所に移管した後に併合する従前の広域係属訴訟手続とは別に、連
邦裁判所から州裁判所に移管する法制度整備が主張されたのである。しか
し同時に、連邦の広域訴訟法廷と訴えを併合して審理する州の受任裁判所
との間に摩擦が発生するとも予測されていた（95）。連邦と州裁判所制度の対
立を危惧された点も含めて、その後は州裁判所への訴えの移管を強く主張
する説は見られなくなってきた。この状況を考慮すれば、複雑訴訟マニュ
アルが版を重ねるごとに協働の方法が詳細化したのは、連邦裁判所を中心
とした協働を図る他なかったといえるのではないか。
州主導型の協働を成し得なかったのは、すべての州裁判所では、大規模
不法行為訴訟を対象とする訴えの併合手続が必ずしも存在しなかったから
といえる。カリフォルニア州においては1970年代に既にその手続が設け
られたが、2005年頃に至っても15州のみが広域係属訴訟手続をもってお
り、州全体からみると約３分の１にとどまっている（96）。さらに、前述した
ようにその対象となる手続において州の間で相違があり、すべての州に及
ぶ統一のとれた手続が存在しないからである。
連邦ではクラス・アクション公正法が成立し、多くの州で係属するク
ラス・アクションのうち500万ドル以上の訴額でかつ一部の原告と被告と
の居住州が異なる場合には、連邦裁判所が管轄権を及ぼすことが認められ
た（97）。大規模な訴えを連邦裁判所に集約させる背景として、上院での審議
中に、州裁判所と比べて連邦裁判所での訴えの併合制度の優越性にあるこ
（94）　George T. Conway Ⅲ, supra note （23） at 1100.
（95）　 Id. at 1109.
（96）　Yvette Ostolaza & Michelle Hartmann, Overview of Multidistrict Litigation Rules at 
the State and Federal Level, 26 REV. LITIG. 47, 69 （2007）.
（97）　Class Action Fairness Act of 2005, Pub. L. No. 109-2, § 9, 119 Stat. 4.　クラス・
アクション公正法については、楪博行「クラスアクション公正法（Class Action 
Fairness Act）の成立と大規模不法行為訴訟への影響」京都文教大学人間学研究所人
間学研究７号63頁（2007）を参照。
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とが示されている。すなわち、「州裁判所と異なり、連邦裁判所では同様
な訴えを併合する制度を有する。連邦裁判所制度においては、裁判官は
様々な連邦裁判所で提起される複数の同一の訴えを、広域係属訴訟手続
として知られる単一の連邦裁判所の手続で併合することができる。広域
係属訴訟法廷は、複数の連邦裁判所で起こる濫用、裁判の無駄（judicial 
waste）、そして全く異なる結果を防止する、価値ある道具と証明されてき
たのである」（98）と指摘されているのである。訴えの併合にかかる制度的統
一のとれた連邦を中心に、連邦と州裁判所の協働が図られた経緯が連邦議
会においても認識されているわけである。そこで、すべての州が何らかの
統一された併合制度をもたない限り州裁判所を中心とする協働は、今後と
も困難と言わざるを得ないのである。
２．大規模不法行為の内容に対応した協働
前述したように多数の被害者を発生させる大規模不法行為を大別すれ
ば、単一の原因により発生し被害が特定地域のみに及ぶものと、被害と原
因の因果関係が不明でありかつ被害が広範な地域に及ぶものがある。前者
は飛行機事故や火災などの大事故であり、後者はアスベストなど有毒物質
やシリコン・ジェル豊胸剤など瑕疵ある製造物による被害である。
前者の例では、因果関係が明確であるが、損害賠償の確保が問題とな
る。これに関連して、コネチカット州の建設中の高層ビルが倒壊した事件
がある。本件ではコネチカット州において連邦裁判所と州裁判所に訴えが
提起されたが、連邦裁判所裁判官と州裁判所裁判官が各々１名ずつ和解を
目的とした裁判官として任命され、損害賠償に必要な被告の資産を算定し
ながら和解に達している（99）。一方で、ハイアットホテルの高架連絡橋倒壊
事件では、協働が失敗に終わっている。本件は、クラス・アクションを目
（98）　151 CONG. REC. S 1229 （Hatch上院議員の発言）.
（99）　Schwarzer, supra note （71） at 1704, 1715-18.
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的として複数の訴えが州裁判所から連邦裁判所に移管され併合された。し
かし、原告代理人はこれに対して異議を申し立て、ほとんどの訴えは州裁
判所で決着する結果となった（100）。
後者の例では、まず証拠が出そろっており責任の所在は明確であるもの
の不明な因果関係の事件が想定される。いわゆる「成熟した大規模不法行
為（mature mass tort）」と称されるものである（101）。この例の典型はアスベ
スト訴訟である。オハイオ州のアスベスト事件では、前述したように連邦
裁判所のLambros裁判官がプレ・トライアルの審理について州裁判所裁判
官との協働を行っている。しかし、この種の訴訟においては協働して尋問
を行ったとしても、連邦と州の民事訴訟手続や証拠法などの手続法上の相
違のみならず適用される実体法も異なるため、協働による紛争解決は困難
となる（102）。さらに、責任の所在が不明な場合には一層協働が困難となる。
これが発生するのは薬害事例である。薬物製造業者が複数に及び、異なる
製造業者による薬物が被害を発生させた場合である。
McGovernは、州裁判所と連邦裁判所の裁判官による協働した大規模不
法行為紛争処理を分析した結果、そこには６つの原則が示されていると指
摘する。第１に、責任の所在、因果関係、そして損害賠償額が明確になれ
ばなるほど、協働した審理が進行し易いことである。第２に、代理人が多
く協働を望めば、協働の進行が促進されることである。第３に、公式な協
働の手続きが存在すれば、一層協働化が進行されることである。第４に、
協働が広範化することにより、審理が促進されることである。第５に、訴
えの提起の直後に協働を行うことにより、協働の役割が重要となることで
（100）　Symposium, Civil Litigation in Mass Disasters: The Hyatt Skywalk Collapse, 52 
U.M.K.C.L. REV. 141 （1984）.
（101）　Francis E. McGovern, Resolving Mature Mass Tort Litigation, 69 B. U. L. REV. 659 
（1989）.
（102）　Francis E. McGovern, Rethinking Cooperation among Judges in Mass Tort Litigation, 
44 U.C.L.A.L.REV. 1851, 1856 （1997）.
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ある。そして第６に、大規模不法行為の訴えが多くの州の州裁判所に係属
すればするほど、実体法上の共通性が希薄となり、その結果協働の障害が
増加することである（103）。
以上の指摘から導かれるのは、協働の困難化に比例して訴えの遅延が発
生し協働が不要になる可能性である。連邦と州裁判所の協働の目的は、重
複する証拠調べなどを防止し審理の効率化を図る目的があった。すなわ
ち、単純に協働化を推進することが必ずしもこの目的を実現できない場合
も存在するのである。したがって、訴訟の早期の段階で大規模不法行為の
性質の分析から協働化の難易を判定し、連邦と州裁判所が協働をするかそ
れとも個々の裁判所により紛争解決を図るか否かを決定しておくことが肝
要となるのである。
３．原告代理人間の利害調整と訴訟遅延化の防止
連邦および州裁判所の協働化により、裁判所は訴訟の効率的な運営が可
能となる。その結果、全米的に司法経済に叶う効果を生み出すことにな
る。また、被告も多くの訴えの束縛から解放されることにより、訴訟費用
の軽減化が可能となる。しかし、原告は協働化により不利益を得ることに
なる。その理由として２点が指摘できる。まず、複数の訴えが併合と事実
上同様になることで、損害賠償の獲得の可能性が減少するからである。次
に、原告代理人は各々４つの相対立する異なる利益をもつ性質があるため
に、これらの者の間で利害対立が想定されるからである。
まず第１は、クラス・アクションではなく伝統的ともいえる個別の訴え
を好む代理人である。この代理人は、依頼人を注意深く精査し訴訟提起の
準備を行う。弁護士費用は成功報酬制に拠っている。第２は、クラス・ア
クションを提起する代理人である。彼らは特定の依頼人をもたず、集団の
代表を代理してその能力を発揮する。弁護士費用は、クラス・アクション
（103）　Id. at 1865.
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を審理する裁判所によって決定される。第３は、大規模に代理を行う者で
ある。この類型の代理人は多くの依頼人をもち、個別の訴えの提起を行う
代理人に訴えを委託するか、またはクラス・アクションの代表当事者の代
理人に追随する。したがって、弁護士費用は、個別の訴えを行う代理人お
よびクラス・アクションの提起を行う代理人の成功にかかっている。最後
の第４は、個々の大規模不法行為案件に応じて以上の３つの性質を併せも
つ代理人である（104）。大規模不法行為の複数の訴えではこれらの異なる性質
をもつ代理人の中で利益の対立が起こる。特にクラス・アクションが提起
された場合には、個別の訴えを専門とする第１類型の代理人とその他の代
理人との間の対立が先鋭化する（105）。
この原告代理人間の対立が示されたのが、ダイエット薬品により心臓弁
疾患が発生したとして損害賠償が請求されたFen／Pen訴訟である。連邦
裁判所での広域係属訴訟手続においては原告代理人間の対立は見られな
かった。しかし、第１類型の代理人とそれ以外の類型の代理人が、各々州
裁判所で個別の訴えとクラス・アクションを提起している。Fen／Penに
関しては連邦裁判所と州裁判所で並行して訴えが係属し協働化が図れな
かったのである（106）。
訴えが連邦裁判所と並行して州裁判所で審理される理由として、連邦の
広域係属訴訟手続による訴訟の遅延化が指摘されている（107）。広域係属訴訟
手続は、当事者から広域係属訴訟法廷への併合の申立て、当該法廷による
併合の審査、受任裁判所の決定という段階を踏んだ後に、はじめてプレ・
トライアル手続に達することができる。その結果、訴訟の遅延化が起こる
わけである。裁判所の効率性を目的とした広域係属訴訟手続が訴訟の遅延
（104）　Francis E. McGovern, Toward a Cooperative Strategy for Federal and State Judges in 
Mass Tort Litigation, 148 U. PEN. L. REV.1867, 1883 （2000）. 
（105）　Id. at 1884-85.
（106）　Id. at 1888.
（107）　Id.
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化を発生させたことは、まさに目的と結果の関係において矛盾を生じさせ
たことになる。訴訟の遅延化は、人身損害賠償の請求を行う原告にとって
致命的な効果を発生させる。なぜなら、アスベストなど有毒物質に侵され
ガンを発症させた原告の中には、訴訟の終結を急がなければならない者が
いるからである（108）。代理人の利害対立と遅延化により、原告は訴訟を進行
させることが厳しい状況に陥る。訴えの併合手続と連邦および州裁判所と
の協働は、原告に訴訟上不利な状況を発生させる。そこで、裁判所間の協
働を志向する上で当事者への公平性を担保する必要がある。
以上を考慮すれば、協働と当事者への公平性の両者を担保する方法とし
て、連邦裁判所を中心とした和解の促進が想定される。州裁判所は必ずし
も連邦裁判所と同質なものではない。予算規模も人的資源も州裁判所より
も連邦裁判所が豊富である。また、広域係属訴訟手続においても、連邦で
は受任裁判官に広範な裁量権を与え、より柔軟な制度運営が行われてい
る（109）。このような状況の下では、連邦裁判所を中心とした協働化が考慮さ
れるのである。一方で、広域係属訴訟手続において連邦裁判所の受任裁判
官に、連邦のみならず州におけるプレ・トライアル手続をも受任させると
する考えがある（110）。しかし、この説を採れば、二元的裁判所制度の協働で
はなく統合となる。連邦裁判所が州裁判所の不法行為法創造機能への尊重
を侵害することにもなりかねないため（111）、この説には連邦制の基盤に関わ
る問題が内在することになる。また、大規模不法行為の訴えが連邦裁判所
に集約されることになれば、連邦裁判所の負担が増加し訴訟の遅延化が発
生することも憂慮しうる。クラス・アクション公正法により一定規模の大
規模不法行為クラス・アクションが連邦裁判所の管轄権の下にあることを
考慮すれば、これは十分に想定されるのである。
（108）　1-2 ACTL Mass Tort Litigation Manual §2.07 （2006）.
（109）　Schwarzer, supra note （71） at 1714.
（110）　McGovern, supra note （104） at 1892-94.
（111）　Roger Trangsrud, Federalism and Mass Tort Litigation, 148 U. PA. L. REV. 2263, 
2266 （2000）.
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連邦裁判所を中心とした協働を維持して、原告代理人間の利害対立の調
整と遅延化を防止することを同時に担保するためには、法制度の整備より
もむしろ当事者間での調整機能の強化を図る必要があるのではないか。こ
の手法は新しいことではない。既に連邦裁判所の広域係属訴訟手続におい
ては、受任裁判所と多くの広域係属訴訟手続に関わる訴訟代理人との間の
情報伝達のために、受任裁判官がリエゾン代理人（liaison counsel）と呼
ばれる代理人を選任する傾向にある（112）。したがってこの手法を実行する
ことは、プレ・トライアル手続の中で、この代理人を媒介にして和解に向
けた調整を継続的に行うことで当事者間の調整機能が強化できるはずであ
る。複雑訴訟マニュアルなど連邦司法センターのマニュアルでも、広域係
属訴訟手続の状況の外部への発信と情報交換という、受任裁判官以外の者
を広く巻き込んだ協働の方向性が示されている。この流れの中で、優先的
課題として和解を焦点にした当事者間の利害調整の目的をもった、連邦裁
判所を中心としたプレ・トライアル手続の協働が継続的になされると考え
られるのである。
おわりに
アメリカでは二元的裁判所制度の下、多数の訴えが複数の連邦と州裁判
所に係属する。連邦裁判所と州裁判所は個々の方法により併合を行う。と
りわけ州においては、訴えの併合の方法に相違が見られる。連邦と州裁判
所は、併合と訴えの移管の観点での連携関係はなく各々独立している。し
かし、連邦と州の二つの裁判所はプレ・トライアルにおいて協働を行う。
なぜなら、その背景には同一の請求の原因による訴えが複数の相違する裁
判所で提起され係属する場合には、裁判所制度の効率的運営に支障が発生
するからである。この協働は裁判所のみならず被告にも訴訟費用負担の軽
減をもたらす。訴えの一本化により応訴の数が減少するからである。
（112）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （FOURTH）, supra note （85） at §10.221.
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しかし、原告は協働に消極的である。とりわけ原告代理人の間に利害対
立があり、そのため協働化が困難となるからである。さらに、訴えの併合
手続により訴訟の遅延化が発生することも考慮しなければならない。そこ
で、原告代理人間の利害対立と訴訟の遅延化を防止することにより協働化
は進展するはずである。和解を目的として、連邦裁判所を中心とした従前
の協働で示された方法に依拠しつつ、さらなる連邦と州裁判所での情報交
換を進展させることにより、このような問題に対処できるのではなかろう
か。
〈平成26年度科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）研究課題「私人による違法行為の抑止と
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